
 

 

 

 

 

 

地球温暖化や気候変動の影響により，台風の大型化やゲリラ豪雨など自然災害が頻発化・激甚化

する中，水害への備えにより，安全・安心なまちづくりを推進するため，まちの拠点である中心部

や駅周辺などのうち，浸水ハザードエリアに立地する誘導施設（医療・福祉，子育て支援，教育，

商業，金融施設など）の浸水対策への助成を行います。 

中心部や駅周辺などの都市機能誘導区域※1または，市街化調整区域の地域拠点区域※2のうち， 

浸水ハザードエリア内において，下表の誘導施設を運営する事業者 

区分 対象施設 

ア 高次都市機能 病院（専門医療），大規模商業施設，大学，専修学校 

イ 身近な都市機能 
病院，診療所，歯科診療所，調剤薬局，訪問看護ステーション， 

スーパー・ドラッグストア，銀行等  

ウ 少子・超高齢社会に対

応した都市機能 

介護保険サービス提供施設 

（通所型又は訪問型の施設） 

子育て支援施設 

（保育所・認定こども園・幼稚園・小規模保育施設・事業所内保育施設） 
 

※1 都市機能誘導区域について 

周辺地域からアクセスしやすい中心部や駅周辺などの公共交通の結節点を含めて市街化区域の10箇所に配置 

※2 市街化調整区域の地域拠点区域について 

本市の成り立ちを踏まえ，旧町村の中心である地区市民センター周辺など市街化調整区域の7箇所に配置 
 

 
対象設備 補助率 限度額 

①止水板・防水扉の設置 

１/３ 

１００万円 

②排水ポンプの設置※3 １００万円 

③電気設備の移設・かさ上げ※3 

（既存施設であって想定浸水深より高い位置への移設又はかさ上げに限る） 
５００万円 

 
※3 想定浸水深が概ね1ｍ超で，施設内への浸水を防ぐための止水板設置などの対策を講じることが要件 

・補助金の交付の決定日から１０年以上，対象設備の適切な維持管理を行うこと 

・土地及び施設の所有者から設備設置等の承諾を得ていること 

・他の補助を受けていないこと 

・市税を滞納していないこと 

２０２２年４月発行 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手続きの流れ  
 

 

 

補助金の申請にあたっては以下のとおり事前協議が必要となります。 

○事前協議手続き 
補助対象となる場合は事前協議書に必要な書類を添付して提出してください。 
※様式は，市ホームページ（立地適正化計画のぺージ）からもダウンロードできます。 

○提出時期  
対象施設の着工または取得の１か月前まで  
※事前協議書の提出前に事前相談が必要となりますので，お早めにご相談ください。 

【手続きフロー】 
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（参考）都市機能誘導区域及び市街化調整区域の地域拠点区域 位置図 

☞ 詳しくは市ＨＰを  

ご覧いただくか, 

  ＮＣＣ推進課へ 

お問合せ下さい。 

 


